
２．新型コロナウイルス感染症対策に関する取組について
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３．新型コロナウイルス感染症下における
パートナーシップの重要性
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（参考）「パートナーシップ構築宣言」の状況について

 製造業、建設業はじめ様々な業種の企業が宣言しており、10月末時点で575社が登録している。
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（参考）下請関連法制の概要
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下請代金支払遅延等防止法について

• 下請法は、①取引の内容（製造委託、修理委託、情報成果物作成委託及び役務提
供委託）と②資本金の規模によって、｢親事業者｣と｢下請事業者｣を定義づけ、親事
業者の義務と禁止行為を規定

親事業者の義務

(1)注文書の交付義務 （法第3条）

(2)書類作成・保存義務 （法第5条）

(3)下請代金の支払期日を定める義務（法第2条の2）

(4)遅延利息支払義務（法第4条の2）

(1)  受領拒否の禁止

(2)  下請代金の支払遅延の禁止

(3)  下請代金の減額の禁止

(4)  返品の禁止

(5)  買いたたきの禁止

(6)  購入強制・利用強制の禁止

(7)  報復措置の禁止

(8)  有償支給原材料等の対価の早期決済の禁止

(9)  割引困難な手形の交付の禁止

(10) 不当な経済上の利益の提供要請の禁止

(11)  不当な給付内容の変更・やり直し等の禁止

親事業者の禁止行為 （法第4第1項及び第2項の各号）

中小企業庁長官

禁止行為に違反がある場合は
公正取引委員会へ措置請求

（法第6条）

法第3条(上記(1)) 及び第5条(同(2))に
違反がある場合は50万円以下の罰金
（法第10条）

公正取引委員会

違反行為を是正するよう勧告

（法第7条）
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下請代金支払遅延等防止法について

 下請事業者は親事業者の違反行為を申告しがたいケースが多いため、行政機関が積
極的に違反行為の発見に努めるため、下請法で①報告徴収権（書面調査等）及び
②立入検査権が付与

中小企業庁 中小企業庁・経済産業局

書面調査

親事業者 50,146社
下請事業者 236,732社

指導文書

親事業者に対する
立入検査

立入検査 841件

親事業者688社に改善指
導を書面により実施

公正取引委員会への
措置請求･公表

重大な違反行為に対し実施

公正取引委員会
による勧告・公表

下請事業者からの申告

173件

例えば、
不当な減額等については、
返還を指導しており、
親事業者174社から
約1.2億円
を返還等させました。

4つの義務、11の禁止事項につい
て、書面調査、申告情報、Gメン
情報等を下に企業選定し、立入
検査を実施。

書面交付義務違反の疑いあ
る親事業者に電話聴取し、
違反が確認された31社に指
導文書を発出 （※）

改善指導

※平成30年度以降、より実効性の高い改善を目
的として取扱いを改めたもの。

※数字は令和元年度実績

※令和2年6月１日に、株式会社コモディイイダ
（食料品等の小売業）に減額の禁止行為が認
められたことから措置請求を実施。 12



1．取引先の生産性向上等への協力

3．合理的な原価低減要請

 親事業者は、原価低減要請を行うに当たっては、客観的な経済合
理性や十分な協議手続きを欠く要請と受け止められることがないよう、
合理性の確保に努める。

7．「働き方改革」への対応

 親事業者は、生産性向上等の努力を行う下請事業者に、必要な
協力（下請事業者との面談、工場訪問、サプライチェーン全体での
連携等）をするよう努める。

6．型取引の適正化

 双方で事前協議の上、必要事項の書面化を行う。
 型製作相当費の一括払いや前払いに努めること。
 親事業者は、型代金等、型の保管費用を支払う。
 不要な型を廃棄し、廃番となったものは、下請事業者に廃棄指示を

行い、廃棄に要する費用を支払う。
 型の廃棄・返却、保管費用に関する「目安」に基づき、型の廃棄・返

却、保管に関する諸手続きを行う。
 親事業者は、型に係る知財・ノウハウの侵害をせず、利用に当たって

は適正対価を支払う。

4．取引対価への労務費上昇分の影響の考慮

 人手不足や最低賃金の引き上げ等に伴う労務費上昇について、そ
の影響を十分に加味して取引対価の見直しの協議を行う。

下請中小企業振興法「振興基準」の概要
• 下請中小企業振興法「振興基準」とは、親事業者と下請事業者の望ましい取引慣行等を具体的に

提示。

• 下請中小企業振興法第3条により、経済産業大臣が定めることとされている「下請事業者及び親事業

者のよるべき一般的な基準」。

5．下請代金の支払条件改善

 下請代金の支払いは、可能な限り現金で行う。
 手形等を振り出す場合、現金化に係る割引料等のコストを下請事

業者に負担させることがないよう、下請代金の額を十分に協議して
決定する。

 手形サイトは段階的に短縮に努めることとし、将来的には60日以内
とするよう努める。

 親事業者は、下請事業者の不利益となるような取引や要請を行わ
ないこと。

 やむを得ず短納期発注又は急な仕様変更などを行う場合には、親
事業者が適正なコストを負担すること。

8．「天災等」への対応

 事前対策として、BCPの策定、BCMの実施に努めること。
 事後対策として、下請事業者は、親事業者へ被害状況を通知する

こと。親事業者は、下請事業者に負担を押し付けないとともに、被災
事業者との取引継続に努めること。

2. 情報化への積極的対応

 情報化に係る責任者の配備及び企業内システムの改善を行う。
 中小企業共通EDIなどによる電子受発注を行う。
 電子的な決済等を行う。
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（参考）下請かけこみ寺（相談窓口）
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下請かけこみ寺HP：http://zenkyo.or.jp/kakekomi/index.htm

企業間取引に関する様々な相談に相談員等が応じます。
裁判外紛争解決（ＡＤＲ）手続により簡易・迅速な紛争解決を行います。
相談費用や調停費用は無料です。

相
談
者
（中
小
企
業
）

下
請
か
け
こ
み
寺

一般的な取引に関する相談
親事業者との交渉方法等、

適切な助言を行い、解決へと導く

下請代金支払遅延等防止法・独
占禁止法に関する相談

法令違反が疑われる場合は、速やかに経済産業
局に相談案件を取り次ぐ

裁判外紛争解決を希望する場合
希望者の所在地を勘案し、
調停人（弁護士）を紹介

無料弁護士相談を希望する場合
希望者の所在地を勘案し、
最寄りの弁護士事務所を紹介

運送業の取引に関する相談 適正取引相談窓口を紹介

建設業の取引に関する相談
駆け込みホットライン、建設業取引適正化センター

又は建設紛争工事審査会を紹介

 下請代金の減額や消費税の転嫁など企業間取引に係る各種相談への対応や裁判
外紛争解決手続を行うため、各都道府県の下請企業振興協会の協力を得て、本部
及び全国47都道府県に「下請かけこみ寺」を設置しています。

下請かけこみ寺（事業内容）
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下請かけこみ寺（相談業務）
●相談員等による相談対応件数

●弁護士無料相談件数
相談者の所在地に最も近い弁護士
（全国に500名超の弁護士を登録）を紹介、
弁護士が踏み込んだ相談対応を実施。

平成25年度相談件数 : 711件
平成26年度相談件数 : 681件
平成27年度相談件数 : 743件
平成28年度相談件数 ：627件
平成29年度相談件数 ：601件
平成30年度相談件数 ：513件
令和元年度相談件数 ：474件

※「その他」には、下請代金支払遅延等防止法が適用されない
中小企業同士のトラブルの他、法令等に関する一般的な質
問等も含まれる。

下請代金法
関係

建設業関係
運送業関係

（代金法除く）
その他 消費税関係 合計

平成25年度 858 1,075 153 2,896 - 4,982

平成26年度 898 1,170 159 3,149 97 5,473

平成27年度 678 1,295 175 3,613 64 5,825

平成28年度 812 1,395 204 4,130 42 6,583

平成29年度 997 1,560 211 4,055 15 6,838

平成30年度 1,151 1,814 365 5,018 33 8,381

令和元年度 1,058 1,891 482 5,945 74 9,450
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下請かけこみ寺（裁判外紛争解決(ADR)手続き）

 下請かけこみ寺では、取引関連の企業間トラブルを、裁判ではなく、専門的な知識を有
する公正な第三者（弁護士）による調停によって、簡易迅速に紛争を解決

 全国に約540名の弁護士を登録し、調停費用も無料で実施

●紛争当事者間の和解の仲介を行います。

●裁判と異なり非公開で行われ、当事者以外に知れ渡ることはありません。

●当事者が合意すれば、自由に調停場所、時間等を決めることができます。

●短期間で調停手続きが進められます。（一般的には調停を開始してから、約3ヶ月程度で終了しま
す。）

●費用は無料です。

■ADRの実績件数
平成25年度 : 32件
平成26年度 :   9件
平成27年度 : 17件
平成28年度 ：21件
平成29年度 ：14件
平成30年度 ：18件
令和元年度 ：22件
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